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原題：Transforming Science, Technology, and Innovation (STI) for a Sustainable and Resilient Society 

https://www.sciencediplomacy.org/article/2021/transforming-science-technology-and-innovation-sti-for-

sustainable-and-resilient 

 

2015 年の国連総会において 2030 アジェンダが採択されて以来、世界は持続可能な開発目標（SDGs）の達成

に努めてきました。 しかし、その進展速度は不十分であり、近年の COVID-19 パンデミックにより、その進展は

停滞し、さらには後退しているとも報告されています。1 国連事務総長の最新の報告によると、極貧状態の

人々の割合は 2019 年の 8.4％から 2020 年には 9.5％に増加しました。2 如何により良い形でパンデミックから

回復し、SDGs を達成するかが問われています。 

 

ここでは、国際機関での取り組みを参照しつつ、日本の取り組みを概観し、グローバル、地域、国、および地方

レベルでの SDGs の達成に向けたこれからの科学技術イノベーション（STI）の在り方を考察します。 

 

日本のこれまでの STI 政策 

日本は第二次世界大戦後の廃墟から経済と社会の復興に努め、1955 年から 1973 年にかけて急速な経済成

長を遂げました。太平洋沿岸に並ぶ工業団地において重化学工業が急速に発展しましたが、その過程で公害

が増加し、しばしば住民の健康や環境に被害を及ぼしました。 これを受けて、工場からの排出物や廃水に対

する規制が強化され、廃水や排気ガスから有害物質を除去するための環境技術が開発されました。 1971 年

に環境庁が設立され、環境政策が強化されました。 

 

1973 年の石油危機に対応して、石油に代わる新しいエネルギー源（太陽光発電、地熱発電、石炭ガス化、水

素）の研究開発が取り上げられました。また工業技術院は、半導体、メインフレームコンピュータ、およびその他

の優先分野の研究開発を促進するための国家プロジェクトを立ち上げました。 1980 年代以降、国の科学技術

政策は、基礎科学を戦略的に支援する方向にシフトしてきました。 1990 年代、日本の金融危機（バブル経済

の崩壊）により、科学技術立国を目指す政策が再活性化され、1995 年の科学技術法の制定、1996 年以降の

科学技術基本計画の実施につながりました。急速な少子高齢化、2011 年の東日本大震災と福島第一原子力

発電所事故、そして最近のパンデミックにより、日本は経済繁栄だけでなく、社会の強靭さ（レジリエンス）と

人々の幸福のために新しい STI 政策を追求しています。これは現在進行中の取り組みであり、日本の STI シス

テムの再構築を伴う必要があります。過去半世紀における日本の経験と環境技術の発展は、SDGs の具体的

な行動計画を再定義し実施する上で貴重な資産となるでしょう。 SDGs は、そのような変革を加速する必要性

を高めています。 

 

日本の SDGs 達成のための政策の枠組みと行動計画 
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国連の SDGs 決議から 1 年も経たない 2016 年 5 月、日本政府は首相を議長とし、全閣僚が参加する SDGs 推

進本部を設置しました。 「SDGs 実施指針」は、学界、政府、産業界、市民社会の関係者が一堂に会した SDGs

推進円卓会議での議論を経て、2016 年 12 月に策定されました。 2019 年には、この指針の改訂版が作成され

ました。 この指針は、日本の文脈に合うように SDGs を再構築したうえで、日本のビジョンと 8 つの優先課題を

明示しています。3 これらの優先課題は、国連 2030 アジェンダの 5 つの P（People、Planet、Prosperity、Peace、

Partnership）に対応しています。 

 

SDGs を達成するための日本の取り組みを定義する SDG アクションプランは、2018 年から毎年更新され、履行

されています。最新の SDG アクションプラン 2021 には、重要な優先事項として次のことが記載されています。

1）感染症に対抗し、将来の危機に備える、2）イノベーションを通じてより良い再構築と成長戦略の改善のため

のビジネスへの投資、3）SDGs 主導の地域活性化、経済と環境の好循環の創出、4）個人に力を与え、人々の

間の絆を強化することにより、これらの行動を加速する。4 これらの優先事項を実践するため、以下に説明す

るように、全国のさまざまなセクターによる取り組みが盛んになっています。 

 

政府省庁による積極的な取り組みに加えて、産業界、学界、市民、若者など、さまざまな利害関係者の参加が

これらの計画の実施において重要です。 産業部門では、経団連（日本経済団体連合会）が先陣を切って、

SDGs に準拠する形に企業行動憲章を改訂しました。 SDGs を推進するためのさまざまな取り組みの結果、国

民の SDGs 認知度は 2018 年の 14.8％から 2021 年 4 月には 54.2％にまで上昇しました。5 この目覚ましい上

昇は、主にマスメディアによる報道の増加と小中学校教育における ESD（持続可能な開発のための教育）の導

入によるものです。 

 

SDGs は、個人、共同体、地方、国、世界のレベルで、明確な相互関係を持って多層的に取り組む必要があり

ます。地方 SDGs は、地域の文化や伝統的な技術を活用しながら、地域に合わせてカスタマイズすることで具

体的な成果を上げています。それらは、日本の社会経済システムの大都市一極集中から、将来の分散型社会

への移行を推進するのに役立っています。北九州市の「北九州市グリーン成長戦略」や青森県の「健康長寿県

プロジェクト」は、地域社会の活性化に向けた独自の取り組みの一例です。これらの経験は、海外を含む他地

域のためにも一般化され、共有されるべきです。 2018 年以降、日本政府は、経済、社会、環境を統合するた

めの優れたイニシアチブを提案する自治体を「SDGs 未来都市」として指定し、そのようなモデルに関する情報

を全国に広めました。その結果、地方自治体は SDGs を独自の問題として取り上げ、地域の課題解決を促進し

始めています。 2017 年、SDGs に取り組んでいる地方自治体の割合はわずか 1％でしたが、2020 年までには

39.7％になり、日本政府は 2024 年度末までにその数を 60％まで引き上げるべく、取り組みを強化しています。 

 

SDGs を達成するための日本の取り組みと抱えている課題は、2021 年に日本政府が国連に報告した自発的国

家レビューに要約されています。 

 

日本における STI for SDGs の推進 

科学技術イノベーション（STI）は、新しい科学技術の進歩と社会的および経済的活動を組み合わせることによ

り、人々の幸福を高めることを目的としています。 2020 年、日本は 1995 年に制定された科学技術基本法を改

正し、自然科学、人文科学、社会科学の境界を取り除き、変容する世界に向けて、イノベーションの創出を強調

https://sustainabledevelopment.un.org/content/documents/28957210714_VNR_2021_Japan.pdf
https://sustainabledevelopment.un.org/content/documents/28957210714_VNR_2021_Japan.pdf
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しました。6 この法律は科学技術イノベーション基本法に改名されました。 さらに、第 6 期科学技術イノベーシ

ョン基本計画（2021–25）7 が開始され、「Society 5.0」8 の実施と STI の強化に焦点を当てています。 

 

Society 5.0 は、日本の未来ビジョンです。サイバー空間と物理空間を統合し、モノのインターネット（IoT）や人工

知能（AI）などのデジタルテクノロジーを駆使して社会変革を促進することで、経済発展、強靭さ（レジリエンス）

と人々の幸せをバランスよく満たす人間中心の社会です。Society 5.0 は、狩猟社会（Society 1.0）から農耕社

会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、そして最後に情報社会（Society 4.0）へと変化する一連の人間社会

の後継として構想されています。 また、日本の STI for SDGs の行動計画/ロードマップでもあります。 第 6 期

基本計画では、カーボンニュートラル、デジタルトランスフォーメーション、感染症対策、人材育成に焦点を当て

たロードマップの下で、STI 政策が加速されています。 さらに、STI for local SDGs を促進するための取り組み

が強調されています。 

 

SDGs 達成に向けた STI 政策における主要な変革 

以下では、SDGs の達成を目指して、STI 政策の枠組み、手段、能力における 6 つの主要な変革について考察

します。 

 

(1)  SDGs のための STI のためのミッション指向の STI ポリシーの開発 

1999 年のユネスコ/ ICSU による科学と科学的知識の利用に関する世界宣言（「ブダペスト宣言」）は、

科学者のあり方や規範だけでなく、19世紀初頭に始まった現代科学の推進システムとその構造につい

ての再考を迫りました。 SDGs は、グローバルな STI コミュニティに対して、この歴史的な変化の加速

を求めています。 

 

そのような動きの 1 つは、ミッション指向型 STI 政策の実施であり、持続可能で強靭な社会を実現する

ために STI コミュニティの力を最大化することを目的として、経済協力開発機構（OECD）、9 国際学術

会議（ISC）、10 グローバルリサーチカウンシル（GRC）11、および世界科学フォーラム（WSF）12 などの

国際プラットフォームで活発に議論されています。ミッション指向のアプローチは、EU の Horizon Europe

の重要な部分であり、13 この研究イノベーションフレームワーク計画は 2021 年に開始され、6 つのクラ

スターにグループ化された壮大な課題に対応しています。 

 

これまで、日本のミッション指向の研究開発は、1970 年代と 1980 年代の工業技術院の国家プロジェク

トに見られるように、主に企業の研究所と国立研究機関によって行われていました。今日、企業の研究

所の縮小に伴い、大学や国立研究機関は、ミッション指向の STI を実施する上でますます重要な役割

を果たしています。この目的のために、科学技術に関係する省庁は、バックキャスティング型の研究プ

ログラムと資金提供を拡大しました。 2013年以来、総合科学技術会議は、産業界、学界、政府の協力

を通じて社会問題を解決するための府省横断による戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）14 を推

進してきました。エネルギーキャリア、自動走行システム、レジリエントな防災・減災機能の強化を含む

23 のプロジェクトがすでに実施されており、最先端技術の開発に加えて、法規制の改革と社会的受容

を得るための措置が実践されています。 2020 年には、2050 年の将来を見据え、失敗を恐れずに技術

的・社会的問題に取り組むムーンショット型研究開発事業が開始されました。15 これらのことから、日



【日本語仮訳】持続可能で強靭な社会のための科学、技術、イノベーション（STI）の変革 

4 
 

本はミッション指向の STI 政策を積極的に推進していることがわかります。16 

 

日本が共同議長を務めた OECD のトランスディシプリナリー研究（TDR）プロジェクトは、ミッション指向

の STI 政策の戦略的方向付け、調整、および実施のための強力なツールとして、科学の新しいパラダ

イムを提案しています。17 トランスディシプリナリー研究とは、自然科学および社会科学/人文科学の

分野を越え、さらに非アカデミアの利害関係者の関与も含めた学際共創研究と OECD は定義していま

す。 2020 年の OECD 報告書では、さまざまな国からの 28 の事例を紹介しており、その中には東日本

大震災の教訓と複数の研究分野からの知識を統合して防災研究への新しいアプローチを構築するた

めに設立された東北大学災害科学国際研究所のほか、JST のイノベーション指向のファンディングプ

ログラムの下、名古屋大学とトヨタ自動車の主導により実施されている高齢化社会のためのスローモ

ビリティシステムとサービスを設計し実践するためのモビリティイノベーションプロジェクトが含まれてい

ます。 

 

(2)  STI for SDGs ロードマップ：設計から実装まで 

STI for SDGs ロードマップは、STI を活用して SDGs を達成するための行動を構想、計画、伝達、促進

し、進捗を追跡し、学習環境を醸成するための多様な利害関係者の強力な参画のツールです。18 適

切に設計された STI ロードマップは、地理的領域や分野から優先される社会課題に取り組むための、

政策ツール、科学技術、ビジネス、金融、規制を包括的に結集した道筋を示します。 これは、目標の

優先順位付け、ギャップの分析、目標の設定、道筋の評価、ロードマップの実装、進捗状況の監視と評

価のステップを通じた、STI for SDGs を確実に達成するための方法論を提供します。 パンデミックの絶

え間ない脅威の下でも STI for SDGs を確実に達成するためには、体系的で強固なアプローチを確立

する必要があります。 

 

STI for SDGs ロードマップは、2016 年に開催された最初の国連 STI フォーラム以来議論されてきまし

た。「STI for SDGs ロードマップ策定のためのガイドブック」19 の発行と「グローバルパイロットプログラ

ム」20 の実施は、STI for SDGs に関する国連機関間タスクチーム（IATT）のこれまでの活動の中でも最

も注目すべき成果であり、日本と EU はこれらの活動を支援してきました。 「STI for SDGs ロードマップ

策定のための基本的考え方」は、G20 大阪サミットの成果文書に含まれました。21 これらの経験に基

づいて、「STI for SDGs ロードマップの Partnership in Action」22 と呼ばれるグローバルな協力枠組みが、

パイロットプログラムの拡大に向けて現在計画されています。Partnership in Action は、STI for SDGs

のための国際協力を 3 つの柱：COVID-19 からの回復と SDGs に対応するための国内 STI 機能の構

築、SDGs の国際的な知識と技術の流れの後押し、SDGs のための国際協力の仲介などを促進します。

2021 年の国連の持続可能な開発に関するハイレベル政治フォーラムでは、日本を含む国々が、STI 

for SDGs ロードマップのための Partnership in Action を実施するため多様な利害関係者のアライアン

スの設立を支持しました。23  STI ロードマップに関心のある各国政府、研究機関や民間セクターは、こ

の協調枠組みに参加するよう呼びかけられています。また、この中には国連/国際機関やその他のス

テークホルダーのリーダーや技術専門家も含まれます。 

 

国連 IATT の「パイロットプログラム進捗報告」によると、6 つのパイロット国はすべて、STI 産業、インフ
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ラストラクチャ、イノベーション（SDGs 目標 9）に弱みがある点が共通しており、すべての目標を達成す

る上での大きな障害となっています。国連機関や国際機関を含む国際的な支援が十分に確立され、資

金援助によって支えられる必要があります。 

 

STI for SDGs は、2030 年までの間だけでなく、2030 年以降の長期ロードマップにも位置付けられるべ

きです。24 日本工学アカデミーでは、2050 年の社会のあるべき姿として、スマートシティ、エネルギー-

食料-水問題、およびガバナンスを取り上げて、これらのロードマップを検討しています。25 自然と社会

のためのセンシング技術とデータの重要性も強調されています。26 

 

(3)  緊急の問題に対する国際協力の強化 

環境問題に関しては、21 世紀半ばまでにカーボンニュートラルをどのように達成するかという問題が、

気候変動に関する中心的かつ緊急の課題として浮上しています。 これには、主要な二酸化炭素排出

国でのネガティブエミッション（回収・除去など）技術の開発・実用化と、すべての国でのエネルギーへ

の公平なアクセスの両方を考慮する必要があります。 科学技術は重要な役割を担いますが、この困

難で広がりのある問題に取り組むには、国際協力が特に不可欠です。 ベルモントフォーラムaとフュー

チャーアースプログラムbは、環境科学に関する多国間国際協力スキームとして運営されています。 

COVID-19 パンデミックに対応したオープンサイエンスの発展は、気候変動やその他の将来のリスクな

どの緊急の問題に対するダイナミックな国際共同研究を促進する上での教訓となるはずです。 デジタ

ル技術の使用、知識と経験の融合、市民社会の参加も不可欠です。 

 

(4)  グローバル、地域、国、地方レベル間の動的な関係の強化 

ガバナンスは、グローバル、地域、国、および地方レベルの間で相互に緊密な関係でイニシアチブを促

進するための鍵です。 特に、規模と地域の特性を考慮して、地域の文脈でカスタマイズされたスキー

ムを一般化し、国、地域、世界レベルに移行するためにスケールアップする必要があります。 そのた

めには、SDGs 目標 17 に掲げるグローバルパートナーシップの強化の一環として、関連組織と連携し

てグローバルレベルでのシンクタンク連携の枠組みを設立する必要があります。 

 

2018 年の HLPF（持続可能な開発に関するハイレベル政治フォーラム）特別イベント「地方自治体フォ

ーラム」で、世界中の地方自治体の首脳が SDGs を積極的に推進すると宣言しました。27 日本からは、

下川町、富山市、北九州市が世界で初めて、「地方自治体による自発的な SDGs 進捗レビュー（VLR）」

をレポートとして発信しました。28 HLPF 2020 においても、ローカル SDGs 活動が重要な役割を果たして

いることが認識されました。29 

 

先端技術や既存技術と地域の知識を使用して地域で STI を促進するには、関連する組織と利害関係

 
a 地球の環境変動に関する研究への支援を行う世界各国のファンディングエージェンシー（研究支援機関）お

よび国際的な科学組織のグループ。参考：https://www.jst.go.jp/inter/sicp/country/belmont-forum.html 
b RIO+20 での「フューチャー・アース（Future Earth）」構想を発端に 2015 年より本格的に始動した、グローバル

な持続可能社会の構築を目指して地球環境変化に伴う様々なリスクに立ち向かう、10 年計画の国際的な地球

環境研究プログラム。参考：https://www.jst.go.jp/ristex/variety/fe/index.html 
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者の協力関係を仲介することが重要です。 この目的のために、ローカル STI for SDGs には地方大学

や高等専門学校などを結集することも重要です。 

 

(5)  科学、政策、社会の架け橋 

2011 年の東日本大震災と福島第一原子力発電所事故は、日本の緊急事態における相互信頼に裏打

ちされた科学-政策-社会の間のインターフェースの欠如を浮き彫りにしました。 COVID-19 パンデミッ

クの発生以来、科学技術の重要性は政策立案者や市民によって認識されており、政府によって設立さ

れた専門家会議が活動しています。 しかし、科学界の声が、政策立案にも社会的行動にも、常に適切

に反映されているわけではありません。 

 

科学-政策-社会のインターフェースを改善するためには、多様な科学的、社会的、経済的知識とコミュ

ニケーションを状況に応じて統合することが不可欠です。科学者から政策立案者や市民への現在の一

方向の情報とアドバイスの流れを再検討する必要があり、科学-政策-社会のインターフェースを共創

的なエコシステムとして再設計する必要があります。31 2018 年に国際科学会議（ICSU）と国際社会科

学会議（ISSC）が合併して設立された国際学術会議（ISC）は、科学を変革し、社会問題に取り組み、科

学と人文科学の協力を強化するため、すでに国連、GRC（グローバルリサーチカウンシル）、政府に対

する科学的助言に関する国際ネットワーク（INGSA）やその他多くの組織と積極的に協力しています。 

ISC は、産業界、金融セクター、公共セクターとの関係をさらに強化し、科学、政策、社会の架け橋とな

ることを主導することが期待されています。 

 

(6)  個人および集団レベルでの科学技術の能力の再形成 

国連 SDGs の決議は、政府、経済、産業、教育、科学技術、そして現代の生活システムを含む「私たち

の世界を変革する」ことを求めています。将来の社会の設計において、膨大な自然現象および社会的

現象についてのセンシングデータの使用を促進すること、豊富な既存技術を検討し、それらを特に地

域の STI for SDGs 活動や発展途上国に適用すること、そして、社会課題を解決するための学際的研

究を促進することが必要です。これらの取り組みを実践するには、政府のダイナミックな対応能力を強

化し、高等教育における教員と学生の考え方とカリキュラムを根本的に変えることが不可欠です。特に、

科学技術セクターの複数の層で個人および集団の意識と能力を高めるために、教育および訓練シス

テムの目的と方法を変更することが不可欠です。研究大学に加えて、いくつかの地方大学や高等専門

学校は、地元の SDGs を達成し、STI for SDGs の実践者を育成する上で重要な役割を果たしています。 

 

科学、政策、市民社会の間での信頼と価値観の共有、先端科学技術の能力、課題およびリスクに関す

る明確な情報の普及、偽の情報への対処は、科学界の義務です。32 最先端科学技術の急速な発展

に従事する若い科学者やエンジニアは、STI for SDGs 活動や科学-政策-社会のインターフェースに積

極的に貢献することが期待されています。日本（福岡）で開催される 2022 年グローバル・ヤング・アカ

デミー年次総会では、「感性と理性のリバランス：包摂性と持続性に向けた科学の再生」をテーマに科

学者が追求すべきことについて議論します。33 同じく日本（大阪）で開催される 2025 年万国博覧会で

は、主に若い世代が取り組んでいる世界中の課題とその解決策の共有を促進します。34 これらの知

識プラットフォームが、私たちの未来社会の実現に向けて、グローバル課題や地域課題の解決に必要
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な新たなアイデアを導き出すことが期待されます。 

 

2030 アジェンダは、STI を、持続可能で強靱な社会を実現するための重要な手段として位置付けています。日

本の経験と SDGs に関する国際的な対話に基づいて、私たちは、STI 政策の枠組み、手段、能力を、多様な利

害関係者の参画のもとに変革することを強く提案します。これにより、2030 年以降の新たな地平を切り開くこと

ができます。 
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